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 経常利益は、前年同期比99億円増加の826億円、四半期純利益は、ロシア関連損失を特

別損失に計上した影響により、102億円の損失となりました。

 ロシア関連損失は、業績予想の修正と併せて後ほどご説明します。

 下の表のセグメント資産残高は、前期末比6,301億円増加の5兆5,095億円、自己資本は、

23％増加の8,280億円となりましたが、増加の主な要因は円安による為替の影響によるもので

す。
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 事業分野では、国際以外増益となりましたが、各事業分野の増減内訳を示した右の棒グラフを

ご覧ください。

 国内リースは、NTT・TCリースの持分法投資利益の寄与などにより、2億円の増益となりました。

 国内オートは、NCSが車両売却益を主因に17億円増益、NRSはマーケットの回復とともに、コ

ロナ禍において注力したコストコントロールや収益改善策の効果により77億円の増益と、両社と

もに3Q累計で過去最高益を更新し、事業分野全体として91億円の増益となりました。

 スペシャルティは不動産、ACGや船舶が増益となったほか、営業投資有価証券の売却益も増

加し、事業分野全体として153億円の増益となりました。

 国際は、引き続きCSIが堅調に推移し、米州・欧州が19億円の増益となったものの、アジアにお

ける営業投資有価証券の評価損184億円が発生したため、事業分野全体では162億円の

減益となりました。
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 資料左上の注釈のとおり、経常利益を「ベース収益」、「売却益」、「減損・貸倒・営業投資有

価証券評価損益等」の３つに区分しております。

 「売却益」は、不動産や営業投資有価証券によるキャピタルゲインを対象としております。

 左のグラフが3Q累計比較、右が四半期ごとの推移となります。

 ベース収益は、国内オートが牽引し、3Q累計では822億円と79億円の増益となっております。

 売却益は177億円計上し、99億円増益となったものの、減損・貸倒・評価損益等は先程お伝

えしたとおり、アジアにおける評価損の発生等により、合計173億円と79億円悪化し、売却益

は相殺される結果となりました。
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 スペシャルティ・国際が大きく伸び、合計で5兆5,095億円と前期末比6,301億円の増加となり

ましたが、主因は円安による為替要因となります。
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 1月10日に公表した通期業績予想の修正についてです。

 ACGのロシア関連損失の内、第1Qにて損失処理を行わなかった融資・融資保証の合計約

2.2億ドルの全額を3Qにて特別損失に計上いたしました。

 これにより純利益は、期初公表の200億円から190億円減少の10億円に下方修正いたしま

した。

 これにより、ロシア関連について一旦全て損失処理したことになります。

 一方で、保険金の支払いを求め、保険会社に対し、法的手続きを開始いたしましたが、保険

金の回収について、回収時期を見通すことが困難なことから業績予想に含めておりません。
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 2022年度3Q累計の持分法投資利益は前年同期比4億円増加の48億円となりました。

 NTTグループとの取引拡大、当社との協業などにより、セグメント資産は増加基調にあり、足元

のベース収益は、順調に拡大しております。

 資料左下に記載のとおり、JCRは、AAA、R&Iは、AAプラスとNTTの信用力を背景に高い格付

を得ており、低コストかつ豊富な資金力から、強固な財務基盤を有しています。

 今後も当社とNTTグループの連携を深め、協業領域の拡大を図ってまいります。
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 二本の折れ線グラフについて、青い線は2019年度からの四半期3か月ごとの売上高、赤い線

は四半期3か月ごとの経常利益の推移です。

 一方、棒グラフは、2019年度のレンタカー原価と販管費の合計値を100として四半期ごとに

2019年度と比較した指数の推移を示しております。

 2022年度の売上高は、コロナ前の2019年水準の90％程度で推移しておりますが、コストコン

トロールに加え、スマホアプリ経由などによる直売強化や需要に合わせた柔軟な価格設定など各

種売上向上策により収益性を高め、3Qまでの９か月累計経常利益は70億円とすでに2019

年に記録した年間過去最高益58億円を更新いたしました。

 4Qの3か月も約13億円の経常利益を見込んでおり、通期で83億円となる見込みであります。

 2023年1月から、車種やプランにより上下しますが、レンタカーの基本料金を引き上げました。

 価格改定後も予約率は順調に推移しており、更なる収益拡大を見込んでおります。
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 まずマーケットの状況ですが、左のグラフは、IATAが昨年6月に公表した世界全体の旅客数の

予測となります。

 パーセンテージは、コロナ前2019年の水準を100としたときの比較値を示しています。

 グラフのとおり、2024年にはコロナ前の水準にマーケットが回復し、成長軌道に乗っていくという

見立てに現時点で大きな変更はなく、ACGの業績は、このマーケットの回復を追いかける形で、

緩やかに回復が進むものと考えております。

 続いて、ページ右側をご覧ください。

 ACGの回復動向を示す数値についてです。

 棒グラフは、ACGの保有機体の簿価に占める、オフリース機体比率の推移を示しております。

 コロナ発生直後はレッシーから返還を受けてオフリース機体が急増しましたが、徐々にマーケット

が回復し、2022年9月末時点ではオフリース機体比率は2.5%、機体数は6機と大幅に低下

しております。
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 左側には、昨年11月に公表いたしました、ACG個社の第3Q業績を記載しております。

 売上高は、ロシアエアライン向けリース料収入が減少するなか増収を確保しましたが、機体売

却益の減少を主因に、前年同期比28百万ドルの減収となりました。

 税引前利益は、減損508百万ドルの計上を主因に443百万ドルの損失となりました。

 この数値をベースにし、TC連結決算への反映に向けた調整表を下段に記載しております。

 TC連結経常利益58億円は、ACG個社の税引前損失443百万ドルを円換算した569億円

の損失に連結調整627億円を加算したものであります。

 決算期のズレ、会計基準の表示の違いもあり、調整が必要となりますが、内容は2点となりま

す。

 1点目は決算期のズレによる調整ですが、ACG2022年度・第1Qに計上した減損のうち、ロシ

ア企業以外の減損を、TC連結決算上は、前期決算に取り込み済みであること、2つ目は表示

の違いによる調整ですが、ロシア関連損失をTC連結決算上は、特別損失に計上するための

振替調整であります。

 なお、2023年1月に公表いたしました、ロシアエアライン向け融資・融資保証の約2.2億ドルの

損失処理については、TC連結決算上は第3Qに特別損失として計上しております。

 一方、ACGは、今後公表する第4Qに計上予定であります。

 ACGの通期業績見通しについては、TC連結経常利益ベースでは前期比増益にて着地するも

のと見込んでおります。
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 国内、海外およびTC神鋼不動産の３つの戦略を軸に、順調にセグメント資産を拡大しておりま

す。

 国内は、右側上段の通り、TOKYO TORCHなど大型再開発案件への投資、TC神鋼不動産

は、物流施設への取り組みにより着実な成長実現を目指します。

 米国は、足元金利上昇の影響を受けておりますが、データセンターなどを中心に、投資・回収の

好循環サイクルを推進していきます。
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 当社全体の再生可能エネルギーの発電容量は、太陽光発電事業を中心に、12月末時点で

741MW（メガワット）となっており、着実に増加しております。

 発電容量1,000MWの達成に向けて、太陽光発電は京セラやNTTアノード、バイオマス発電は

伊藤忠商事、JFEエンジニアリングなど主要パートナーとともに事業の拡大に取り組むとともに、今

後蓄電池や海外事業といった、新たな投資分野の開拓も推進していく考えです。
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 2020年9月の提携以降、大企業のカーブアウト案件を主体に共同投資を実行するなど、協業

は着実に拡大しております。

 現時点で複数のパイプラインが進行中であり、中長期的にも成長分野と位置付け、投資残高

を積極的に拡大していく計画です。

 現在投資中の2社について、連携しながらPMIを進めており、順調に進展しています。

 足元では、金利上昇などマクロ環境の変化があるものの、大企業のカーブアウトなどのニーズは引

き続き堅調であり、事業投資機会は大いにあるものと考えております。
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 CSIの2022年度・第3Q累計の経常利益は前年同期比7百万ドル増益の71百万ドルと、堅

調に推移しております。

 資金原価の上昇や拠点拡大に伴う先行費用の増加があったものの、企業のIT機器への投資

需要を適切にとらえ業績は順調に拡大しております。

 加えて、積極的な拠点拡大を進めてきた欧州を中心に契約高は増加しており、今後とも業績

は堅調に推移していくものと考えております。

31



 CSIは積極的にグローバル展開を進めており、2022年度にはスウェーデン・デンマーク、2023年

度には台湾・タイなどネットワークは着実に拡大しております。

 また、ITADと呼ばれる、使用済みIT機器を安全かつ適切に処分するサービスを推進しており、

ドイツのITAD事業会社の買収や、ITAD拠点の新設など、更なるネットワークの拡充を図ってお

ります。
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 エヌティーティーデータインクグループと連携し、同社が提供するICTソリューション及びITデバイス

にCSIが提供する金融機能やアセット管理サービス、データ消去などの各種ソリューションを付加

することにより、お客様のICTライフサイクルにワンストップで対応いたします。

 足許、CSIが得意とする南米地域や北米などで案件パイプラインが順調に積みあがっており、非

常に楽しみな事業となっております。

 NTTグループの「つくる力」と「つなぐ力」にCSIのセキュアなアセット管理機能およびグローバルなコ

ンサルティングネットワークを掛け合わせることでNTTグループの海外事業拡大に貢献してまいりま

す。
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 伊藤忠商事、日立建機と共同で米国に設立した建機ファイナンス事業にかかる合弁会社に当

社は35％出資いたしました。

 北米市場は住宅建設やインフラ分野などで安定した需要が見込まれ、既に北米で広範な販売

網を有する日立建機グループのブランド力を活用することで、さらなる成長が期待されるマーケッ

トです。

 中長期的には、アセット規模を10億ドル程度に拡大することを視野に入れております。

 当社はこれまでにも、伊藤忠商事・日立建機とタイやインドネシアにおいて協業実績があり、これ

らの経験を生かし、質の高い金融サービスの提供による事業拡大を推進してまいります。
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